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　近年、全国的に人口減少や少子高齢化の進行、社会的ニーズの変化及び産業構造の変化等に伴い、

長期にわたり使用されていない住宅やその他の建築物が増加しており、その中には、適切な管理が

行われず、周辺の生活環境に悪影響を及ぼしているものがあります。

　こうしたことから、本市では空家等の適切な管理を促し、市民の安全及び生活環境を保全するた

め、平成２６年６月に「岩見沢市における空き家等の適正な管理に関する条例」（以下「条例」と

いう。）を制定し、空家問題に取り組んできたところであります。

「法」という。）が制定され、国が別に定める「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施す

るための基本的な指針（以下「基本指針」という。）」に即した「空家等対策計画」を定めること

ができるとされたところです。

　この計画は、これらの法令に基づき、本市が取り組むべき空家等対策について市民に広く周知を

図り、空家等対策を総合的かつ計画的に推進するため、「岩見沢市空家等対策計画」（以下「計画」

という。）を策定します。

　本計画は、法第６条第１項に基づく「空家等対策計画」として位置づけ、法第５条に規定する基

本指針に即して策定する計画です。

　また、「岩見沢市総合計画」及び本市の関連する計画との整合性や連携を図ります。

　計画期間は、平成３０年度から平成３４年度までの５年間とします。

　ただし、社会状況の変化や国・北海道の動向、本市の関連する計画を踏まえ、必要に応じて見

直し等を行います。

このような中、国においては、同年１１月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下

【計画の位置づけ】
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第１章　計画策定の目的と位置づけ

第１章　　計画策定の目的と位置づけ

１　計画策定の目的

３　計画期間

－１－

空家等対策の推進に関する特別措置法

基本指針

岩見沢市

空家等対策計画

北海道空き家等対策に

関する取組方針

岩見沢市総合計画

関連計画
・岩見沢市住宅マスタープラン

・岩見沢市都市計画マスタープラン



　本市の人口は、平成１７年から平成２７年までの１０年間で約９千人の減少となっています。

　また、世帯数においても、平成１７年の３７，３２２世帯から減少を続け、平成２７年には

３６，１５５世帯となっており、今後も人口・世帯数の減少が見込まれています。

【人口と世帯数の推移】

※平成17年は旧岩見沢市、旧北村、旧栗沢町の合算値　　資料：総務省「国勢調査」

(２)将来人口の推計

　本市の人口は、１９９５年（平成７年）に９７，０４２人をピークに人口減少に転じ、国立社会

保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）による推計では、２０４０年（平成５２年）に

は６０，５２３人と、２０１０年（平成２２年）の人口９０，１４５人の３分の２程度になると推

計されています。

【北海道の総人口及び岩見沢市年齢３区分別人口の推移】

人　口

世帯数

93,677 84,499

37,322

90,145

36,723
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１　人口・世帯数の推移

－２－

資料：岩見沢市人口ビジョン

(１)人口と世帯の状況
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　高齢者のみの世帯（単身世帯、夫婦世帯）は、平成１７年から増加傾向にあり、平成２７年には

高齢者のみの単身世帯が５，２３４人と、平成１７年（３，７６４人）の約１．４倍に増加してい

ます。

　世帯全体に占める割合も、平成２７年には高齢者のみの単身世帯が１４．５％、高齢者のみの夫

婦世帯が１３．８％となっています。

【高齢世帯の推移】

※平成17年は旧岩見沢市、旧北村、旧栗沢町の合算値

（単位：世帯）

資料：総務省「国勢調査」
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(１)空家の状況

　総務省が、５年ごとに実施している住宅・土地統計調査から見た本市の住宅総数は、平成２０年

では４１，４８０戸、平成２５年では４１，７００戸とほぼ変わらない状況となっております。

　また、空家数においても、平成２０年では４，６１０戸、平成２５年では４，６３０戸と住宅総

数同様、変化の無い状況となっており、空家率においては全国や北海道から見ると低い状況にあり

ます。

【空家数と空家率の推移】

(２)空家の種類別の状況

　その他の住宅（放置空家など）は、平成２０年に比べて減少しているものの、「腐朽・破損あ

り」は３５０戸増加しています。また、空家総数に占める「その他の住宅（放置空家など）」の

割合は、４１．７％となっています。

【空家の種類別の状況】

空家数
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１　空家等の現状

60,628,600

2,730,500 2,746,600
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うち、腐朽・破損あり

資料：総務省「住宅・土地統計調査」

賃貸・売却用住宅など

その他の住宅（放置空家など） (49.0%) 1,9302,260 (41.7%)
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【道内都市における空家総数に占める「その他の住宅」の割合】

(３)本市における取組内容

　平成２６年６月に条例を施行し、施行後において、地域住民から管理不全な状態として苦情等

があった空家等の取組内容、その他空家等に関する取り組みは次のとおりとなっています。

（条例における定義）

「管理不全な状態」（条例第2条第1項）

・老朽化若しくは台風、積雪その他の自然災害等による空き家の倒壊又は空き家に用

　いられた建築資材等の飛散若しくは剥落により、当該空き家の敷地外において人の

　生命、身体又は財産に被害を与えるおそれのある状態

・市民の安全又は生活環境の保全を著しく阻害するおそれがあると市長が認める状態

【管理不全空家の取組内容】

●岩見沢市における空き家等の適正な管理に関する条例の施行

・定期パトロール（年２回）

・落雪のおそれのある空家等の冬期パトロール（年２回）

・資材等の飛散のおそれ・雑草等の繁茂で影響のある空家等のパトロール（年２回）

・通報時や指導後における空家等のパトロール（随時）

・管理不全な状態を解消するための所有者等への指導

【その他の取組内容】

・空家等の賃貸・売却を希望する所有者等から、登録を受けた情報を空家への移住、

　利用等を希望する方に紹介

●岩見沢市木造住宅耐震改修等助成事業≪平成28年度より実施≫

・旧耐震基準で着工された木造住宅の耐震診断・耐震改修費用の助成

●岩見沢市住宅購入支援助成金≪平成28年度より実施≫

・市外から移住し、市内に自ら居住する住宅（新築・中古）購入費用の助成

資料：総務省「住宅・土地統計調査」
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●パトロール等（市で把握している管理不全な空家等）

－５－

●岩見沢市空き家情報登録制度「空き家バンク」の運営≪平成27年度より実施≫

・空き家等への不特定の者の侵入により、火災又は犯罪が誘発されるおそれのある状態
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(１)調査目的

　本調査は、市内の空家等の戸数、分布状況、管理状態等の現状把握に必要な現地調査を行う

とともに、調査結果の集計・分析を行い、計画の策定や各施策の基礎資料として活用すること

を目的として実施。

(２)調査対象範囲

市内全域

(３)調査対象戸数

１，６２８戸

※水道の閉栓情報（１年以上使用していない）による建築物（1,428戸）に現在把握している

　管理不全な空家（200戸）を加え、調査対象物件を特定。

(４)調査対象物件

戸建住宅、長屋住宅、店舗、事務所、共同住宅、ビル、倉庫等を対象。

(５)調査方法

条例に基づく立入調査を行い、居住の有無などの現況を確認。

(６)調査期間

平成２９年７月２０日～１０月１９日

(７)調査結果

　実態調査による空家等の戸数は８６７戸でした。このうち、修繕の必要がないものは５９２戸で

すが、破損等のあるものは２７５戸で空家戸数の約３１．７％を占めています。

　なお、住宅・土地統計調査による空家戸数との乖離がありますが、その主たる要因としては、住

宅・土地統計調査は全国約３５０万世帯を抽出した統計調査であるため調査手法が異なること。ま

た、本市が実施した調査では、国土交通省が定める指針に基づき、「１年間を通じて使用実績がな

い建築物」としていますが、住宅・土地統計調査では１年未満のものや物置として使用している建

築物が含まれていることが考えられます。

－６－

２　空家等実態調査

＋ ＝
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【種別の状況】

戸建

平屋建長屋

住宅・店舗併用

店舗

事務所

共同住宅

ビル

倉庫

車庫・物置

その他

【地区別の状況】

※参照：ゼンリン地図（２０１７年）

2.4%

－７－

9 10 66.1% 4,588 3.3%

計 1,628 867 592 244

栗沢地区 227 150 88 43

20 11 53.3% 36,118

3.4%

北村地区 69 31 23 6 2 0 44.9% 1,331 2.3%

南東地区 43 24 11 13 0 0 55.8% 696

1.8%

北東地区 67 34 24 10 0 0 50.7% 1,212 2.8%

上幌向地区 65 36 24 10 2 0 55.4% 2,020

1.6%

幌向地区 131 70 63 7 0 0 53.4% 3,251 2.2%

若松地区 41 21 16 4 1 0 51.2% 1,311

1.7%

志文地区 81 39 21 17 1 0 48.1% 1,889 2.1%

北地区 26 14 10 4 0 0 53.8% 818

4.9%

北盛地区 83 56 26 30 0 0 67.5% 1,919 2.9%

中央地区 64 33 24 9 0 0 51.6% 680

2.8%

南部地区 45 17 7 10 0 0 37.8% 744 2.3%

東部地区 68 27 15 11 1 0 39.7% 972

1.4%

日の出地区 50 32 23 8 1 0 64.0% 1,102 2.9%

新東地区 11 6 5 1 0 0 54.5% 428

3.7%

東地区 44 22 17 5 0 0 50.0% 1,468 1.5%

日の出台地区 38 26 24 1 1 0 68.4% 703

1.9%

利根別地区 68 24 14 10 0 0 35.3% 1,365 1.8%

鳩が丘地区 62 34 24 9 1 0 54.8% 1,795

2.2%

宮の下地区 32 10 8 2 0 0 31.3% 491 2.0%

西部地区 101 49 37 11 0 1 48.5% 2,226

2.2%

美園地区 50 19 17 2 0 0 38.0% 1,013 1.9%

南町地区 67 37 27 10 0 0 55.2% 1,712

1.9%

駒園地区 32 20 13 7 0 0 62.5% 772 2.6%

緑が丘地区 37 20 17 2 1 0 54.1% 1,053

空家率
B/C損壊無 一　部 半　壊 全　壊

春日地区 26 16 14 2

地　区　名
調査戸数

A
空家戸数

B

空家の状態 空家率
B/A

建物戸数
C　※

0 0 61.5% 559 2.9%

0 0.0%

127 7.8% 123 16.1% 4 0.5% 1 0.4%

6 0.4% 5 0.7% 1 0.1%

3 1.1%

68 4.2% 48 6.3% 20 2.3% 6 2.2%

6 0.4% 1 0.1% 5 0.6%

6 2.2%

103 6.3% 70 9.2% 33 3.8% 9 3.3%

35 2.1% 22 2.9% 13 1.5%

11 4.0%

73 4.5% 38 5.0% 35 4.0% 10 3.6%

64 3.9% 36 4.7% 28 3.2%

1,112 68.3% 400 52.6% 712 82.1% 222 80.7%

34 2.1% 18 2.4% 16 1.9% 7 2.5%

調査戸数 1,628 100.0% 761 46.7% 867

第３章　空家等の現状と課題

建物種別 戸　数 空家以外 空家戸数
うち破損あり

53.3% 275 31.7%



(８)空家率

　空家等実態調査による空家率は、調査戸数に対する割合が５３．３％、建物戸数に対する割合が

２．４％となっています。

　地区別の空家率を見ると、市街地である中央地区の空家率が４．９％と高くなっています。次い

で、日の出台地区が３．７％、南東地区が３．４％、栗沢地区が３．３％となっています。

　一方、新東地区及び東地区の空家率は低く、１．５％以下となっています。

凡例
空家率（％）

0～1.5％

1.6～2.5％

2.6～3.5％

3.6～4.5％

4.6％～

－８－

第３章　空家等の現状と課題

【地区別の空家率】

N

12

234

函館本線

室蘭本線

南東

新東

東

利根別

中央

鳩が丘

日の出台

日の出

北東

北盛

北
若松

東部

西部

駒園

宮の下

緑が丘

春日

南部

南町

北村

美園

志文幌向

上幌向

栗沢



(９)空家分布状況

　空家等実態調査の結果、市内全域において空家が分布しており、特に市街地や岩見沢駅を中心

とする函館本線沿線に空家が集中しています。

－９－

第３章　空家等の現状と課題

【本市における空家等の分布状況】

N

鳩が丘12

234

室蘭本線

函館本線
北村

北東

北盛

日の出

上幌向

新東

緑が丘

南東

栗沢

若松

幌向

西部

志文

北



【分布図に示す地区】

栗　沢

栗沢町本町連合会、旭ヶ丘町内会、緑ヶ丘町内会、栗沢栄団地町会、砺波町会、栗部町会、耕成町会、北斗町会、
越前町会、自協町会、幸穂町会、必成町会、必成すずかけ団地連合会、小西町会、岐阜町会、最上第一町会、
最上第二町会、最上北栄町会、弥生ヶ丘町会、加茂川町会、栗丘町会、ひばりヶ丘連合会、由良町会、
茂世丑町会、上幌町会、宮村町会、美流渡町内会、万字町会、上美流渡町内会、美流渡南町1町内会

－１０－

北　東 峰延町会、東自治会、大願町会、稔町会、東町たんぽぽ町内会

南　東 朝日町内会、上志文町会、日の出町会、毛陽・清水連合町会

北　村
豊正町会、豊里町会、中央町会、美唄達布町会、幌達布町会、砂浜町会、赤川町会、北村栄町町会、
北村大願町会、中小屋町会

若　松 若松第1町内会、若松第2内会、若松第3町内会、若松第4町内会、若松西町内会

幌　向
幌向第1町内会、幌向第2町内会、幌向第5町内会、幌向第6町内会、幌向第8町内会、幌向第9町内会、
幌向第11町内会、幌向第13町内会、幌向第15町内会、幌向第17町内会、幌向第18町内会、幌向第19町内会、
幌向第20町内会、幌向第21町内会、幌向第22町内会、幌向第23町内会、幌向第24町内会、中幌向町会、幌向町会

上幌向 ひばり町内会、上幌向町会、御茶の水町会、双葉町会

北　盛
北本町会、元町町会、元町中の島町会、桜木団地町内会、緑町内会、元町中央町会、桜木町会、北栄町会、
西川町会

北 北2条町会、北新町会、北3条町会、鉄道アパート自治会

志　文
志文本町会、志文光和町内会、ふじ町内会、こぶし団地自治会、志文新町会、メイプル町会、金子町会、
志文町会、下志文町会

東　部
第二区会、東友会、西1丁目町会、第6町会、東親和会、第3町会、あゆみ町会、東和町内会、東むつみ町内会、
コスモコーポラス自治会

南　部
三和町会、若葉町内会、一茶町会、清和連合町会、新和町会、互輪町会、栄和会、笹の子町会、6条中央町内会、
緑清町会、松の実町会、七一町会、親和会、九条町会、若葉親交会

中　央 第7区民友会、第五町内会、中央町会、平和町会

東
栄町会、ますみ町会、しらかば団地自治会、アカシヤ町内会、東しらかば町会、東町道職員自治会、
あじさい町内会

新　東
新東町団地自治会、東町町内会、東町はまなす町内会、東町2･8町内会、第3東町団地、東町1-6．7自治会、
なかよし町会

日の出
日の出親交会、日の出中央町会、駒が台町会、第2かえで町内会、日の出曙町内会、日の出南町会、若駒町内会、
第3かえで町内会、かえで第一自治会、かえで第二自治会、かえで第三自治会、かえで第四自治会、
かえで第五自治会、かえで第六自治会、さつき町会

鳩が丘 鳩が丘町会、千草町会、東山町会、7条東町内会、見晴町内会、東山あずさ町内会、ウッディヒル日の出町内会

利根別 利根別第一町会、利根別第三町会、慈光台町会、利根別第二町会、暁町内会、利根別中央町会

日の出台
マムレ町会、日の出台支庁こぶし町会、こぶし町会、日の出台しらかば町会、日の出台道住連合会、
日の出台中央連合町内会、日の出台東町会、日の出台第1中央町会、日の出台10丁目町内会、桜町内会

美　園 美園友の会、美園第一町会、美園一心町会、美園親睦会、美園町内会、美園中央町会、美園第二町内会

西　部 西町会、幸町内会、やまと町内会、南町親睦会、新9条町会、稲穂町内会

宮の下 宮の下町会、宮下町2丁目親睦会、宮下1丁目町会、並木町内会、13条親睦会

緑が丘 緑が丘第一町内会、駒沢町内会、南が丘町内会、緑が丘町内会、グリーン団地町内会

駒　園 駒園町会、美園南桜木町会、美園自治会、美園春風町会、駒園グランドハイツ町会

南　町 南町第1町会、南友町会、新南町町会、南町新光町会、南町中央町会

第３章　空家等の現状と課題

地区名 町会（自治会）名

春　日 春日町第1町会、春日町第二町内会、春日町第3町内会、春日東栄町会



３－１空家等に関するアンケート調査（市民・所有者）

(１)調査目的

　本調査は、空家等の問題点や適切な管理のために必要なことなどを把握し、計画の策定と今

後の施策検討に資する基礎資料として活用することを目的として実施。

(２)調査方法

　無作為抽出した市民及び水道の閉栓情報による空家の所有者を対象に、アンケート用紙を郵

送配布・郵送回収により調査を実施。

(３)調査期間

平成２９年４月２４日～５月３１日

(４)回収結果

(５)調査結果

問１　あなたは空家を所有（管理）していますか？（○は１つ）　　※「所有していない」場合は問11以降を回答

（市民） （所有者）

※所有（管理）している方は17件となっています。

問２　空家はどのような建物ですか？（○は１つ）

（市民） （所有者）

第３章　空家等の現状と課題

名

名所有者

※所有している空家の大半は「一戸建て」となっています。

－１１－

43.8

※所有（管理）している方は288件で、居住地は市
内・市外ともに同数となっています。

50.7

回収率

%

%

３　空家等に関するアンケート調査

市　民

調査対象

1,000

1,000

名

名

438

507

回収数

3.9%

95.2%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所有している

所有していない

回答なし

56.8%

27.6%

15.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

所有している

所有していない

回答なし

82.3%

0%

0%

0%

11.8%

0%

0%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

一戸建て

アパートなどの集合住宅

店舗併用住宅

店舗

倉庫

事務所

その他

回答なし

90.3%

2.1%

2.8%

1.7%

1.0%

0%

1.4%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一戸建て

アパートなどの集合住宅

店舗併用住宅

店舗

倉庫

事務所

その他

回答なし

回答数438 回答数507

回答数17 回答数288



問３　空家が建築された時期はいつ頃ですか？（○は１つ）

（市民） （所有者）

問４　空家になって何年経過していますか？（○は１つ）

（市民） （所有者）

※3年未満の空家が約半数を占めています。 ※3年以上経過している空家は約70％を占めています。

問５　空家となった理由はどのようなことですか？（○は１つ）

（市民） （所有者）

－１２－

第３章　空家等の現状と課題

※全体の70%以上が昭和55年以前（築後30年以上）に建築されたものとなっています。

※約半数が死亡や施設入所等によることから、以前は
一人暮らしであったと推測されます。

※全体の半数以上が、死亡や転居が理由となっていま
す。

41.2%

29.4%

0%

0%

5.9%

5.9%

0%

5.9%

11.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

昭和４５年以前

昭和４６年～昭和５５年

昭和５６年～昭和６０年

昭和６１年～平成２年

平成３年～平成１２年

平成１３年～平成２２年

平成２３年以降

不明

回答なし

33.3%

37.2%

8.0%

5.2%

6.3%

2.1%

0.3%

6.6%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40%

昭和４５年以前

昭和４６年～昭和５５年

昭和５６年～昭和６０年

昭和６１年～平成２年

平成３年～平成１２年

平成１３年～平成２２年

平成２３年以降

不明

回答なし

17.6%

29.4%

0%

5.9%

35.3%

5.9%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40%

1年未満

1年以上3年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上

不明

回答なし

6.9%

22.6%

20.8%

25.3%

22.0%

1.4%

1.0%

0% 10% 20% 30%

1年未満

1年以上3年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上

不明

回答なし

29.4%

5.9%

29.4%

0%

0%

11.8%

0%

23.5%

0% 10% 20% 30% 40%

居住者が亡くなったため

居住者が施設入所したため

居住者が転居したため

転勤等で長期不在のため

賃借人が退去したため

相続したが入居していないため

その他

回答なし

30.2%

17.4%

20.1%

2.8%

11.5%

8.7%

7.3%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40%

居住者が亡くなったため

居住者が施設入所したため

居住者が転居したため

転勤等で長期不在のため

賃借人が退去したため

相続したが入居していないため

その他

回答なし

回答数17 回答数288

回答数17 回答数288

回答数17 回答数288



問６　空家の管理は主にどなたが行っていますか？（○は１つ）

（市民） （所有者）

問７　空家の管理の頻度はどの程度ですか？（○は１つ）

（市民） （所有者）

問８　空家の管理はどのようなことを行っていますか？（○はいくつでも）

（市民） （所有者）

※半年に1回程度以下の管理が約半数を占めており、
管理が不十分な結果となっています。

※どちらも「敷地周りの草刈り、剪定」の割合が高く、次いで「冬期間の屋
根の雪下ろし」となっており、豪雪地帯特有の結果となっています。

－１３－

第３章　空家等の現状と課題

※空家の管理はどちらも「所有者もしくは家族」が大半を占めています。

※月1回程度以上の管理が半数以上を占めています。

64.7%

5.9%

0%

5.9%

23.5%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

所有者もしくは家族

所有者の親戚

知人（建物の近隣住民）

専門業者

誰も管理していない

その他

回答なし

78.1%

9.7%

1.4%

1.7%

4.9%

2.1%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80%

所有者もしくは家族

所有者の親戚

知人（建物の近隣住民）

専門業者

誰も管理していない

その他

回答なし

35.3%

29.4%

5.9%

0%

0%

11.8%

5.9%

0%

11.7%

0% 10% 20% 30% 40%

週1回以上

月1回程度

半年に1回程度

1年に1回程度

数年に1回程度

ここ数年全く行っていない

一度も行っていない

その他

回答なし

16.0%

28.5%

29.9%

9.7%

2.8%

3.1%

2.4%

5.9%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40%

週1回以上

月1回程度

半年に1回程度

1年に1回程度

数年に1回程度

ここ数年全く行っていない

一度も行っていない

その他

回答なし

19.4%

19.4%

29.0%

12.8%

19.4%

0%

0% 10% 20% 30% 40%

建物内の清掃

空気の入れ替え

敷地周りの草刈り、剪定

破損個所の修繕

冬期間の屋根の雪下ろし

その他

16.1%

19.3%

30.0%

11.0%

20.1%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40%

建物内の清掃

空気の入れ替え

敷地周りの草刈り、剪定

破損個所の修繕

冬期間の屋根の雪下ろし

その他

回答数17 回答数288

回答数17 回答数288

回答数31 回答数710



問９　空家の今後の予定はありますか？（○は１つ）

（市民） （所有者）

問１０　空家の管理で困っていることはありますか？（○はいくつでも）

（市民） （所有者）

問１１　空家の適切な管理のために、どのようなことが必要と思われますか？（○はいくつでも）

（市民） （所有者）

※全体の60%以上が解体・売却・賃貸したいと考えて
います。

第３章　空家等の現状と課題

－１４－

※問9の回答で「解体・売却・賃貸」の考えがあるも
のの、「解体したいが費用がない」、「借り手・買い
手がいない」などの回答が約半数を占めています。

※どちらも「解体を支援する助成制度」を望む声が多い結果となっています。

※全体の半数以上が解体・売却・賃貸したいと考えて
います。

※「特にない」が35.3％と他に比べ高くなっていま
す。

35.3%

5.9%

11.8%

5.9%

29.4%

0%

11.7%

0% 10% 20% 30% 40%

解体予定または解体したい

売却予定または売却したい

賃貸予定または賃貸したい

居住予定または居住したい

特に予定はない

その他

回答なし

24.0%

31.3%

7.3%

3.1%

26.4%

5.6%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40%

解体予定または解体したい

売却予定または売却したい

賃貸予定または賃貸したい

居住予定または居住したい

特に予定はない

その他

回答なし

29.4%

5.9%

0%

0%

5.9%

0%

5.9%

35.3%

17.6%

0% 10% 20% 30% 40%

解体したいが費用がない

リフォームしたいが費用がない

空家までの距離が遠い

借り手・買い手がいない

相続問題のため整理できない

管理を頼める相手がいない

身体的、年齢的に管理できない

特にない

回答なし

25.0%

7.6%

15.3%

19.7%

5.8%

4.2%

10.2%

12.2%

0%

0% 10% 20% 30%

解体したいが費用がない

リフォームしたいが費用がない

空家までの距離が遠い

借り手・買い手がいない

相続問題のため整理できない

管理を頼める相手がいない

身体的、年齢的に管理できない

特にない

回答なし

24.7%

25.7%

10.0%

14.6%

9.8%

14.9%

0%

0.3%

0% 10% 20% 30%

所有者等に対する指導の徹底

解体を支援する助成制度

不動産業者などの情報提供

空き家バンクの充実

空家管理代行サービス

空家に関する総合窓口の開設

その他

回答なし

10.0%

29.3%

11.6%

12.2%

8.9%

16.7%

1.6%

9.7%

0% 10% 20% 30% 40%

所有者等に対する指導の徹底

解体を支援する助成制度

不動産業者などの情報提供

空き家バンクの充実

空家管理代行サービス

空家に関する総合窓口の開設

その他

回答なし

回答数17 回答数288

回答数17 回答数432

回答数333 回答数810



問１２　岩見沢市では、空家や空地の賃貸・売却を希望する所有者等から、登録を受けた情報を空家への移住、

利用等を希望する方に紹介する「空き家バンク」があることをご存知ですか？（○は１つ）

（市民） （所有者）

問１３　岩見沢市の「空き家バンク」を利用したいと思いますか？（○は１つ）

（市民） （所有者）

－１５－

※どちらも大半の方が「空き家バンク」を知らない結果となっています。

第３章　空家等の現状と課題

※どちらも「わからない」の割合が上位を占めており、「空き家バンク」を知らないことが理由として考えら
れます。

8.9%

88.6%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている

知らない

回答なし

10.1%

72.0%

17.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている

知らない

回答なし

23.7%

28.1%

0.2%

42.7%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

利用したい

利用しない

既に利用している

わからない

回答なし

25.6%

19.3%

0.6%

33.7%

20.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

利用したい

利用しない

既に利用している

わからない

回答なし

回答数438 回答数507

回答数438 回答数507



３－２空家等に関するアンケート調査（町会長・自治会長）

(１)調査目的

　本調査は、空家等の問題点や適切な管理のために必要なことなどを把握し、計画の策定と今

後の施策検討に資する基礎資料として活用することを目的として実施。

(２)調査方法

　市内すべての町会（自治会）長を対象に、アンケート用紙を郵送配布・郵送回収により調査

を実施。

(３)調査期間

平成２９年４月２４日～５月３１日

(４)回収結果

(５)調査結果

※雑草等の繁茂をはじめ、屋根雪の落雪や
不法侵入など犯罪の割合が高い結果となっ
ています。

※全体の80%以上が町会（自治会）内に空
家がある状況にあります。

第３章　空家等の現状と課題

－１６－

問１　町会（自治会）内に空家はありますか？（○は１つ）

問２　空家があることでどのような問題（不安）がありますか？（○はいくつでも）

名 71.9 %

調査対象 回収数 回収率

217 名 156町会（自治会）長

80.8%

18.6%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある

ない

わからない

15.3%

16.2%

7.1%

13.9%

19.4%

10.0%

16.6%

1.5%

0%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

火災の発生

不法侵入などの犯罪

不法投棄

倒壊や建材飛散

雑草や樹木の繁茂

害虫や害獣などの発生

冬期における屋根雪の落雪

特に問題（不安）はない

その他

回答数156

回答数439



※「増えている」の割合が高く、増加傾向
にあります。

※約半数の町会（自治会）が、空家に対す
る地域活動を実施しています。

※「所有者が適切な管理をしてほしい」が
他に比べ高くなっています。

※「思う」が61.5％と他に比べ高くなって
います。

※「所有者等に対する指導の徹底」、「解
体を支援する助成制度」の割合が他に比べ
高くなっています。

問７　空家の適切な管理のために、どのようなことが必要と思われますか？（○はいくつでも）

－１７－

第３章　空家等の現状と課題

問３　町会（自治会）内の空家は増えていると思いますか？（○は１つ）

問４　町会（自治会）で実施しているまたは実施したことがある取り組みはありますか？
　　　（○はいくつでも）

問５　町会（自治会）として望ましい空家の管理はどのようなことですか？（○は１つ）

問６　今後、町会（自治会）内で空家が増えると思いますか？（○は１つ）

35.3%

5.8%

35.3%

3.8%

19.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

増えている

減っている

変わらない

わからない

回答なし

25.0%

11.5%

9.0%

46.2%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

空家の所有者の把握

草木の除草・伐採の実施

屋根の雪下ろし・除雪等の実施

取り組みはない

無回答

65.4%

13.5%

17.9%

1.3%

1.9%

0% 50%

所有者が適切な管理をしてほしい

入居してほしい

解体してほしい

地域で活用したい

その他

61.5%

14.1%

23.7%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

思う

思わない

わからない

回答なし

38.4%

24.4%

6.5%

7.5%

6.5%

16.7%

0%

0% 10% 20% 30% 40%

所有者等に対する指導の徹底

解体を支援する助成制度

不動産業者などの情報提供

空き家バンクの充実

空家管理代行サービス

空家に関する総合窓口の開設

その他

回答数156

回答数156

回答数156

回答数156

回答数336



(１)所有者等の問題意識に関する課題

　空家等の管理は、第一義的には所有者等の責任により管理することになりますが、所有者等が空

家等の問題を認識しておらず、適切な管理がされていない空家等があります。また、「空家等に関

するアンケート調査」（以下「アンケート」という。）でも、空家等の管理頻度も半年に１回以下

の割合が４７．９％となっており、認識不足が見られます。

　このことから、所有者等には、当事者意識を持ってもらうよう意識啓発が必要であり、空家等を

適切に管理することの重要性や周辺地域に与える諸問題等を認識してもらうことが必要です。

(２)相談窓口や支援等に関する課題

　アンケートでは、解体や売却、賃貸などを希望する回答が多くあることから、空家等に関する相

談窓口や利活用に向けたサポートを行う必要があります。さらには、空家等対策は多岐にわたるた

め、庁内関係部署や関係団体・機関等と連携しながら、総合的な空家等対策を行う必要があります。

　また、経済的に余裕がなく、解体や改修等の費用負担が困難であるため、解体を支援する助成制

度を望む声が多い結果となっています。

(３)老朽化した空家等に関する課題

　老朽化した空家等は、建物の倒壊や建築資材の飛散、不特定者の侵入による火災や犯罪のおそれ、

草木の繁茂やごみの散乱等により、周辺地域の生活環境に悪影響を及ぼしています。

　アンケートでは、所有している空家等の建築時期が昭和５５年以前に建築されたものが７０．５

％となっており、今後危険度が高い空家等の増加が懸念されます。

　また、空家等があることの不安要因は様々あることから、所有者等に適切に管理されるよう助言

や指導、法令等の適切な運用が必要です。

４　空家等対策における課題

第３章　空家等の現状と課題

－１８－



　空家等の管理については、第一義的には所有者等が自らの責任において、適切に管理することが原

則となります。

　しかしながら、空家等を管理する所有者等の高齢化や所有者不明の空家等の増加により、空家等の

倒壊や建築資材の飛散、不特定者の侵入による火災や犯罪のおそれ、草木の繁茂や冬期間における屋

根からの落雪など、周辺の生活環境に悪影響を及ぼしています。

　このため、倒壊等の事故や火災、犯罪等を未然に防止し、市民が安全で安心できる生活環境の保全

と空家等の活用を促進するため、総合的な空家等対策を推進します。

　空家等実態調査（６Ｐ参照）の結果、空家等は市内全域に分布していることから、計画の対象と

する地区は、市内全域とします。

　計画の対象とする空家等の種類は、法第２条第１項で規定する「空家等」（同条第２項で規定す

る「特定空家等」を含む。）とします。

（法における定義）

「空家等」（法第2条第1項）

　建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態

であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。

※常態～１年を通じて使用がなされていない状態。

「特定空家等」（法第2条第2項）

そのまま放置すれば

①倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

②著しく衛生上有害となるおそれのある状態

③著しく景観を損なっている状態

④周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

にあると認められる空家等

１　基本方針

－１９－

第４章　空家等対策の基本方針

第４章　　空家等対策の基本方針

２　対象地区

３　対象とする空家等の種類



　基本方針に基づき、本市における空家等対策の取り組みとして、４つの柱を定めます。

　　空家等に関する管理意識の醸成

　空家等は個人の財産であり、所有者等が適切に管理すべきものです。しかし、放置された空家等

の危険性や周囲へ及ぼす悪影響などを認識していない所有者等もおり、適切な管理が行われていな

い場合があります。

　このため、所有者等や市民に対して、空家等の問題を認識し、適切な管理の重要性を十分理解し

てもらうため、所有者等に対して、助言や指導の徹底を図るとともに、市民に対しては、空家等の

予防や将来に向けての利活用などについて、「広報いわみざわ」や市ホームページなどを通じて周

知・啓発します。

(１)相談体制の整備

　空家等に係る相談内容は、所有者等による適切な管理や活用の方法等に関するものから、周辺に

悪影響を及ぼしている空家等に関する周辺住民の苦情まで、幅広く考えられます。

　こうした各種相談等については、市民連携室が総合窓口となり、関係部署と連携して対応すると

ともに民事上の問題（相隣関係のトラブル等）については、法律相談センターや市役所が行ってい

る「法律相談」なども紹介し、相談体制の充実に努めます。

　市民連携室

・破損や倒壊による周辺への影響

・雑草・樹木の繁茂、落雪のおそれ　など

・空家等の解体、除却　など

環境保全課 ・蜂の巣の営巣　など

・耐震改修　など

・空家等の利活用、マイホーム借上げ

・移住、定住による住宅取得（購入）　など

・空き店舗の利活用　など

・固定資産税情報　など

市民連携室 ・民事上の問題や相続、登記　など

総合窓口

市民連携室

建築課

企画室

中心市街地活性化推進室

税務課

第５章　空家等対策の取り組み

内　　容

第５章　　空家等対策の取り組み

相談区分

１　空家等の発生抑制

２　相談・実施体制の整備

窓　　口

－２０－

適切な管理に関
する相談等

活用に関する相
談等

その他の相談

１ 空家等の発生抑制

２ 相談・実施体制の整備

３ 空家等の利活用及び支援

４ 適切に管理されていない空家等への対策

基
本
方
針



(２)関係団体・機関等との連携

　空家等については、関係法令が多岐にわたるとともにともに、対応方法も状況によって異なるた

め、関連する関係団体等が連携して対応する必要があります。そこで、連携を密にし、かつ継続的

に行うことができるよう、目的に応じた連携体制をとります。

(１)流通（売却や賃貸化など）による活用の促進【窓口：企画室】

　「全国版空き家・空き地バンク」や北海道が運営する「空き家情報バンク」への登録をはじめ、

本市が岩見沢地方宅建協会への事業委託により運営（こささーる＠空店舗）している「岩見沢市空

き家情報登録制度（空き家バンク）」を通じ、空家やその跡地の利活用促進を図ります。

　また、住宅の維持管理が困難となり、交通等の利便性が高いマンションや高齢者向け住宅などに

転居する住み替えのニーズが高まっていることから、市では一般社団法人移住・住みかえ支援機構

（ＪＴＩ）と連携し、「マイホーム借上げ制度」による活用の促進を図ります。

建築士事務所協会、建築士会

弁護士、司法書士、土地家屋
調査士、行政書士

町会（自治会） 空家等の情報提供や跡地の利活用

宅地建物取引業協会

建設事業者

道路管理者（国・北海道） 道路通行の安全確保対応

【マイホーム借上げ制度の概要】

第５章　空家等対策の取り組み

３　空家等の利活用及び支援

警察署、消防本部 犯罪防止対応、危険回避対応、災害時対応（人命）、情報共有

空き家バンクの運用、相談

空家等の改修や解体の相談

空家等の改修や解体に係る資金の相談

空家等の耐震化や老朽家屋対策の相談

相続や登記に関する相談や調査、財産の所有権移転手続き など

金融機関

－２１－



(２)住宅取得に係る支援【窓口：企画室】

　市外から移住し、市内に自ら居住する住宅（新築・中古）を購入する方に助成金を交付をする

「岩見沢市住宅購入支援助成金」を実施しています。

(３)改修による空家等の再生支援【窓口：建築課】

　空家等の中には、そのまま居住や利用が可能なものもありますが、長期間空家等の状態で劣化が

進んだり、立地条件や所有者等の都合などが原因で利活用が難しいものもあります。このため、リ

ノベーションやリフォームに対する助言をはじめ、耐震改修の工事費用の補助を受けることができ

る「岩見沢市木造住宅耐震改修等助成事業」を実施しています。

※リノベーション～既存建物を大規模に改装し、用途変更や機能の高度化を図り、建築物に新しい

　　　　　　　　　価値を加えること。

(４)特定空家等の除却（解体）の支援【窓口：市民連携室】

　倒壊等の危険性のある空家等であっても、それらは個人の財産であり、所有者等が責任を持って

対応しなければなりません。しかし、所有者等が置かれている状況は様々であり、除却（解体）工

事費用を用意することが困難な所有者等もいます。

　そのため、市民が安全で安心できる生活環境の確保と所有者等の自発的な除却（解体）を促すた

め、国の「空き家再生等推進事業」を活用した支援制度を創設します。

(５)金融機関との連携【窓口：市民連携室】

　補助を受けることができる所有者等であっても、手持ち資金では必要となる費用のすべてを賄う

ことが困難な場合もあることから、優遇金利で空家等の除却（解体）費用の資金融資を受けること

ができるよう金融機関との連携を図ります。

(１)特定空家等の判定

　特定空家等の認定については、国のガイドラインを踏まえ、「岩見沢市特定空家等判定基準」に

基づき、建築士事務所協会や建築士会などと協力し、専門家による判定をします。

(２)所有者等への助言・指導等

　「特定空家等」と判定された場合は、その所有者等に対して法に基づく「助言または指導」、

「勧告」、「命令」、「代執行」と段階を追ってこれらの措置を講じていきます。

４ 適切に管理されていない空家等への対策

－２２－

第５章　空家等対策の取り組み



【措置等のフロー図】

危険な状態が切迫し、危険な状態を回避する場合

所有者等により措置を実施

・指導に係る措置を講じない場合

税務課への情報提供

・勧告に係る措置を講じない場合

・命令に係る措置を講じず、

　著しく公益に反すると認め

　られる場合

費用徴収

完了

（法第14条第9項）

（法第14条第1項）

勧　告

（法第14条第2項）

（法第14条第3項）

命　令

意見聴取

代執行

市民等からの
情報提供

助言または指導

空家等対策審議会

第５章　空家等対策の取り組み

－２３－

（条例第11条）

特定空家等の判定

住宅用地特例の適用除外

立入（現地）調査

（法第9条第1項）
（法第10条第1項及び第3項）

所有者等調査

費用徴収

（条例第10条）

緊急安全措置

（法第9条第2項）

管理不全な空家等



　空家等対策の推進のために具体的な達成目標（成果指標）を設定し、基本方針に基づく対策に取

り組みます。

●特定空家等の除却等の件数

　本市で把握している特定空家等について、助言や指導の強化、支援制度の周知を図るなどし、

計画期間において５０件の是正を目標とします。

●空家等の活用等の件数

　空き家バンクにおける空家等について、制度の周知を図り、計画期間において５０件の活用を

目標とします。

－２４－

第６章　　達成目標（成果指標）

第６章　達成目標（成果指標）



○空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年11月27日法律第127号）

（目的）

第１条　この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環

　境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、

　その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策に関し、

　国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第１０条第２項を除き、以下同じ。）による空

　家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、

　空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与す

　ることを目的とする。　

（定義）

第２条　この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の

　使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地(立木その他の土地に定着する物を含む。)

　をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。

２　この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそ

　れのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことに

　より著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適

　切である状態にあると認められる空家等をいう。

（空家等の所有者等の責務）

第３条　空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及

　ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。

（市町村の責務）

第４条　市町村は、第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する

　対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。

（基本指針）

第５条　国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基

　本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。

２　基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

　一　空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項

　二　次条第１項に規定する空家等対策計画に関する事項

　三　その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項
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３　国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじ

　め、関係行政機関の長に協議するものとする。

４　国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを

　公表しなければならない。

（空家等対策計画）

第６条　市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指針

　に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定めること

　ができる。

２　空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

　一　空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する対

　　策に関する基本的な方針

　二　計画期間

　三　空家等の調査に関する事項

　四　所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項

　五　空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に関す

　　る事項

　六　特定空家等に対する措置（第１４条第１項の規定による助言若しくは指導、同条第２項の規定

　　による勧告、同条第３項の規定による命令又は同条第９項若しくは第１０項の規定による代執行

　　をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項

　七　住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項

　八　空家等に関する対策の実施体制に関する事項

　九　その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項

３　市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

　ばならない。

４　市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報の提供、

　技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。

（協議会）

第７条　市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会（以

　下この条において「協議会」という。）を組織することができる。

２　協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会の議

　員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認める者を

　もって構成する。

３　前２項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

（都道府県による援助）

第８条　都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの法律に

　基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助言、市町村相

　互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。
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（立入調査等）

第９条　市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握する

　ための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。

２　市町村長は、第１４条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度において、当該職員又は

　その委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。

３　市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち入

　らせようとするときは、その５日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなければなら

　ない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。

４　第２項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を

　携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

５　第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

（空家等の所有者等に関する情報の利用等）

第１０条　市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であっ

　て氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な限度に

　おいて、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができ

　る。

２　都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち特別

　区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で都が保有す

　る情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、当該特別区の区

　長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報

　の提供を行うものとする。

３　前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係する地

　方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めるこ

　とができる。

（空家等に関するデータベースの整備等）

第１１条　市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸する

　ために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理されてい

　るものに限る。）を除く。以下第１３条までにおいて同じ。）に関するデータベースの整備その他

　空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（所有者等による空家等の適切な管理の促進）

第１２条　市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、情報

　の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。

（空家等及び空家等の跡地の活用等）

第１３条　市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、

　又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他これらの活用

　のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。
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（特定空家等に対する措置）

第１４条　市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立木竹

　の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保

　安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等

　については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることがで

　きる。

２　市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態が

　改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除

　却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告す

　ることができる。

３　市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとら

　なかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、

　その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。

４　市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じようと

　する者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記載し

　た通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠

　を提出する機会を与えなければならない。

５　前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から５日以内に、市町村長に対し、意見

　書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。

６　市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第３項の措置を命じ

　ようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければならない。

７　市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第３項の規定によって命じよ

　うとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の３日前までに、前項に規定する者に通知

　するとともに，これを公告しなければならない。

８　第６項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提出

　することができる。

９　市町村長は、第３項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者が

　その措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する

　見込みがないときは、行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）の定めるところに従い、自ら義務

　者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。

１０　第３項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜ

　られるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第１項の助言若しくは指導又は第２項

　の勧告が行われるべき者を確知することができないため第３項に定める手続により命令を行うこと

　ができないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、その措置を自ら行い、又はそ

　の命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定め

　て、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じ

　た者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。

１１　市町村長は、第３項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通省令

　・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。

１２　前項の標識は、第３項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この場合

　においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。
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１３　第３項の規定による命令については、行政手続法（平成５年法律第８８号）第３章（第１２

　条及び第１４条を除く。）の規定は、適用しない。

１４　国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るために

　必要な指針を定めることができる。

１５　前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・総

　務省令で定める。

（財政上の措置及び税制上の措置等）

第１５条　国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ

　円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方交付税制度

　の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。

２　国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等

　に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講ずるもの

　とする。

（過料）

第１６条　第１４条第３項の規定による市町村長の命令に違反した者は、５０万円以下の過料に処す

　る。

２　第９条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、２０万円以下の過料に処

　する。

附 則

（施行期日）

１　この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

　ただし、第９条第２項から第５項まで、第１４条及び第１６条の規定は、公布の日から起算して６

　月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

（検討）

２　政府は、この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要

　があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講

　ずるものとする。
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○岩見沢市における空き家等の適正な管理に関する条例（平成26年3月26日条例第2号）

（目的）

第１条　この条例は、空き家等の適正な管理について所有者等の責務を明らかにするとともに、空き

　家等の適正な管理に関し必要な事項を定めることにより、市民の安全及び生活環境の保全に寄与す

　ることを目的とする。

（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

　る。

　(１)　空き家　本市の区域内に所在する建築物その他の工作物で常時無人の状態にあるものをいう。

　(２)　空き家等　空き家及びその敷地をいう。

　(３)　管理不全な状態　次のいずれかに該当する状態にあることをいう。

　ア　老朽化若しくは台風、積雪その他の自然災害等による空き家の倒壊又は空き家に用いられた建

　　築資材等の飛散若しくは剥落により、当該空き家の敷地外において人の生命、身体又は財産に被

　　害を与えるおそれのある状態

　イ　空き家等への不特定の者の侵入により、火災又は犯罪が誘発されるおそれのある状態

　ウ　ア及びイに掲げるもののほか、市民の安全又は生活環境の保全を著しく阻害するおそれがある

　　と市長が認める状態

　(４)　所有者等　所有者又は管理者をいう。

（所有者等の責務）

第３条　空き家等の所有者等は、その所有し、又は管理する空き家等が管理不全な状態にならないよ

　う、当該空き家等を適正に管理しなければならない。

（情報提供）

第４条　市民は、空き家等が管理不全な状態にあると認めるときは、市にその情報を提供するよう努

　めるものとする。

（調査）

第５条　市長は、前条の規定による市民からの情報の提供があったときその他空き家等が管理不全な

　状態にあると疑うに足りる事実があるときは、この条例の施行のために必要な限度において、当該

　空き家等の所有者等の情報その他必要な事項について調査を行うことができる。

２　市長は、前項の調査に必要な限度において、職員又は市長が委任した者に、当該空き家等に立ち

　入らせ、調査を行わせることができる。

３　前項の規定による立入調査を行う職員又は市長が委任した者は、その身分を示す証明書を携帯し、

　関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

４　第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
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（助言及び指導）

第６条　市長は、前条の調査により、当該空き家等が管理不全な状態にあると認めるときは、当該空

　き家等の所有者等に対し、管理不全な状態を解消するために必要な措置を講ずるよう助言し、又は

　指導することができる。

（勧告）

第７条　市長は、前条の規定による指導を受けた者が当該指導に係る措置を講じない場合において、

　特に必要があると認めるときは、当該指導を受けた者に対し、期限を定めて当該空き家等の管理不

　全な状態を解消するために必要な措置を講ずるよう勧告することができる。

（命令及び公示）

第８条　市長は、前条の規定による勧告を受けた者が当該勧告に係る措置を講じない場合において、

　特に必要があると認めるときは、当該勧告を受けた者に対し、期限を定めて当該空き家等の管理不

　全な状態を解消するために必要な措置を講ずるよう命ずることができる。

２　市長は、前項の規定による命令をしようとするときは、あらかじめ当該命令の対象となる者に対

　し、岩見沢市行政手続条例（平成１９年条例第２０号）第１３条第１項第２号に規定する弁明の機

　会を与えなければならない。

３　市長は、第１項の規定による命令をしたときは、次の各号に掲げる事項を公示するものとする。

　(１)　当該命令の対象者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び

　　代表者の氏名）

　(２)　当該命令の対象となった空き家等の所在地

　(３)　当該命令の内容

　(４)　その他市長が必要と認める事項

（代執行）

第９条　市長は、前条第１項の規定による命令を受けた者が当該命令に係る措置を講じない場合にお

　いて、他の手段によってその履行を確保することが困難であり、かつ、その不履行を放置すること

　が著しく公益に反すると認められるときは、行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）の定めると

　ころにより自ら当該空き家等の所有者等のなすべき行為をなし、又は第三者をしてこれをなさしめ、

　その費用を当該空き家等の所有者等から徴収することができる。

（緊急安全措置）

第１０条　市長は、空き家等が管理不全な状態にあり、人の生命、身体又は財産に重大な損害を及ぼ

　す等の危険が切迫していると認めるときは、その危険な状態を回避するため、必要な最小限度の措

　置を講ずることができる。

２　市長は、前項の措置を講じたときは、当該措置に要した費用を所有者等から徴収することができ

　る。

（空き家等対策審議会）

第１１条　市長の諮問に応じ、第８条の規定による命令及び公示並びに第９条の規定による代執行に

　ついて調査し、又は審議するため、岩見沢市空き家等対策審議会（以下「審議会」という。）を置

　く。
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２　審議会は、市長が任命し、又は委嘱する委員５人以内をもって組織する。

３　委員の任期は、３年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

４　委員は、再任されることができる。

５　委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。

６　前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。

（関係機関との連携）

第１２条　市長は、第１条の目的を達成するために必要があると認めるときは、北海道警察その他の

　関係機関に必要な協力を求めることができる。

（委任）

第１３条　この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。

　　　附　則

　この条例は、平成２６年６月１日から施行する。

－３５－
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○岩見沢市特定空家等判定基準

１　建物概要

□戸建　　□平屋建長屋（　　戸）　□住宅・店舗併用　　□店舗　　□事務所

□共同住宅　　□ビル　　□倉庫　　□車庫・物置のみ　　□その他（　　　　　　）

学校・保育園等 □周辺になし □周辺にあり □隣接

幹線道路・通学路 □近接していない □近接している □面している

公共施設等 □周辺になし □周辺にあり □隣接

建物の密集状況 □低 □中 □高

２　「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態」の判断（建築物が倒壊等するおそ

　　れ、建材等が飛散・脱落等、または敷地等が危険となるおそれ）

① 建物全部が倒壊もしくは一部の階が全部倒壊している

② 建物に傾斜がある

③ 亀裂や穴がある

④ 仕上げ材料が剥落、破損し、下地が見える

⑤ 外装材に浮きが生じている

⑥ 屋根の変形や破損（穴、下地の露出等）がある

⑦ 屋根ぶき材が破損、剥離している

⑧ 軒が変形、破損している

⑨ 外部の設備機器、煙突、看板等が破損、脱落、腐食している

⑩ 屋外階段、バルコニー等が破損、脱落している

⑪ 門、塀に傾斜、ひび割れ、破損が生じている

⑫ 車庫、物置等が倒壊もしくは破損している

⑬ 擁壁表面にひび割れが発生している

⑭ 敷地内に地割れがある

⑮ 敷地内に崩壊・土砂流出のおそれのある斜面がある

⑯ 詳細を記入（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

◆「状態が著しい」の数が１つ以上で特定空家等と判定

その他

地
・
擁
壁
等

敷
地
内
の
土

屋
根
・
軒

外
装
材

外
壁
・

左記の状態

状態が
著しい

附
属
設
備
等

②　建物種別

③　階　数 □平屋    □２階建    □３階建    □その他（   　　  　   ）

印　

①　所在地
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№ 調査年月日 年　　月　　日
調査員
氏　名

⑥　付近の状況

建
物

全
体

④　延床面積 ㎡ （登記情報または固定資産税台帳に記載の面積）

⑤　建築年 年 （登記情報等により判明した場合に記入）

経過観察
が必要

専門家判
断が必要にある

状　　　　　態項目

合計（○の数を記入）



３　「そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態」の判断

① 吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性がある

② 浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生がある

③ 排水等の流出による臭気の発生がある

④ ごみ、瓦礫等の放置、不法投棄がある

⑤ ごみ等の放置による臭気の発生がある

⑥ ねずみ、はえ、蚊等の発生がある

⑦ 水質汚染、土壌汚染に繋がる有害物質等が放置されている

⑧ 有害物質等を保管する容器、灯油タンク等の破損がある

⑨ 詳細を記入（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

◆「状態が著しい」の数が１つ以上で特定空家等と判定

４　「適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態」の判断

① 屋根、外壁等が、汚物や落書き等で傷んだり汚れたまま放置されている

② 窓ガラスが割れたまま放置されている

③ 看板等が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、汚損したまま

放置されている

④ 立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している

⑤ 敷地内に瓦礫、ごみ等が散乱、山積したまま放置されている

⑥ 詳細を記入（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

◆「状態が著しい」の数が１つ以上で特定空家等と判定

５　「周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」の判断

等が散らばっている

③ 空家等に住みついた動物等が原因で、住民の生活を妨げている

④ 落雪により歩行者等に被害を及ぼす状態にある 

⑤ 隣地へ落雪する状態にある

⑥ 周辺の道路、隣地の敷地に土砂等が大量に流出している

⑦ 外部から不特定多数の者が容易に建物内に侵入できる状態にある

⑧ 灯油・ガソリン等の燃焼危険性のある物品が放置されている状態にある

⑨　詳細を記入（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

◆「状態が著しい」の数が１つ以上で特定空家等と判定

確認者

① 立木の傾斜、腐朽、倒木、枝折れ等が生じ、近隣の道路や隣地に侵入、枝

② 立木の枝等が敷地外にはみ出し、歩行者等の通行や住民の生活を妨げている

経過観察
が必要にある 状態が

著しい

し
く
不
調
和
な
状
態

防
犯

防
火
・

建
築
物
等

項目 状　　　　　態
専門家判
断が必要

鳥
獣
等

立
木
・

その他

左記の状態
項目 状　　　　　態

専門家判
断が必要

周
囲
の
景
観
と
著

その他

左記の状態

土
壌
汚
染

水
質
汚
染
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経過観察
が必要にある 状態が

著しい

置
・
不
法
投
棄

ご
み
等
の
放

備
等
の
破
損

建
築
物
・
設

左記の状態
項目 状　　　　　態

専門家判
断が必要

経過観察
が必要にある 状態が

著しい
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合計（○の数を記入）

合計（○の数を記入）

合計（○の数を記入）

その他



○建物の不良度判定基準

備考

・　１の評定項目につき該当評定内容が２または３ある場合においては、当該評定

項目についての評点は、当該評定内容に応ずる各評点のうち最も高い評点とする。

・　合算した評点１００以上のものが不良と判定

確認者

合計 点

－３８－

30ロ　延焼のおそれのある外壁の壁面数が３以上あるもの 20

②屋根 　　屋根が可燃性材料でふかれているもの 10

3
防火上また
は避難上の
構造の程度

①外壁

イ　延焼のおそれのある外壁があるもの 10

100

ロ　基礎に不同沈下のあるもの、柱の傾斜が著しいもの、はり
　が腐朽し、または破損しているもの、土台または柱の数ヶ所
　に腐朽または破損があるもの等大修理を要するもの

ロ　屋根ぶき材料に著しい剥落があるもの、軒の裏板、たる木
　等が腐食したものまたは軒のたれ下がったもの

25

ハ　屋根が著しく変形したもの 50

2
構造の腐朽
または破損
の程度

①基礎、土
　台、柱ま
　たははり

イ　柱が傾斜しているもの、土台または柱が腐朽し、または破
　損しているもの等小修理を要するもの

25

②外壁※

③屋根

50

ハ　基礎、土台、柱またははりの腐朽、破損または変形が著し
　く崩壊の危険のあるもの

100

イ　外壁の仕上材料の剥落、腐朽または破損により、下地の露
　出しているもの※

15

ロ　外壁の仕上材料の剥落、腐朽または破損により、著しく下
　地の露出しているものまたは壁体を貫通する穴を生じている
　もの※

25

イ　屋根ぶき材料の一部に剥落またはずれがあり、雨もりのあ
　るもの

15

判定

1
構造一般の
程度

①基礎

イ　構造耐力上主要な部分である基礎が玉石であるもの 10

45ロ　構造耐力上主要な部分である基礎がないもの 20

②外壁 　　外壁の構造が粗悪なもの※ 25

評定区分 評定項目 評定内容 基準点
最高
評点

※　界壁の構造や仕上げ材の状況は、建物内部に立ち入らないと判定できないため、対象としない。
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TEL　0126-23-4111　FAX　0126-23-9977　E-mail　renkei@i-hamanasu.jp

岩見沢市空家等対策計画

岩見沢市総務部　市民連携室

〒068-8686　北海道岩見沢市鳩が丘1丁目1番1号


